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研究背景



多自然川づくりの経緯
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平成2年11月「『多自然型川づくり』の推進について」の通達

平成17年9月「『多自然型川づくり』レビュー委員会」設置

平成18年10月「多自然川づくり基本指針」の通知

平成20年3月「中小河川に関する河道計画の技術基準について」の通知
平成20年8月通知の技術基準の解説書として「ポイントブックⅡ」を発刊

平成22年8月に河岸・水際部の項目を付加、全体を修正して基準を改定

平成23年10月の基準改訂版の解説書として「ポイントブックⅢ」を発刊

平成26年3月に「美しい山河を守る災害復旧基本方針」を改定

平成29年6月に多自然川づくり推進委員会の提言

今後、提言を受けた具体的なアクションプランを推進
e.g.)ポイントブックの改定、美山河の改定・・・・

平成30年6月「美しい山河を守る災害復旧基本方針」の再改定
平成31年3月「大河川における多自然川づくり－Q＆A形式で理解を深める－



河積の拡大は拡幅を基本とする

流
下
能
力
の
増
大

川幅を拡幅する

河床を掘削する

粗度係数を小さくする

・外力の増大
・河床の平坦化と瀬淵消失
・河床低下による構造物被災
・河川環境の劣化
・洪水伝播速度の増大
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・従来は用地コストを小さくするために河床掘削を選択するケースが多かった。
・狭くて深い川は、環境に対するダメージが大きいだけでなく、治水上、維持管理上の問題点も多々ある
・河床掘削（深い川）、護岸整備等（粗度係数の減少）→流速の増加
・流速の増加
　外力の増大→被災ポテンシャルの増大
　河床低下→護岸被災
　維持管理費用の増大→三面張り化の進行
　洪水伝播速度の増大→下流への負担増
・安易に深い川をつくると環境面だけでなく、治水面でも問題が生ずる



被災前河床高

災害復旧で改修した河川が
溢水することなく，急激な河床低下に
より再度被災している．

狭くて深い断面への改修による
・水深増加による掃流力上昇
・河岸粗度の低下による流速増加 等
により河道の安定が損なわれている．

参考中小急流河川の河道災害と災害復旧
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注１ 「川幅が水深の○倍」の「水深」は、洪水で川が満杯の時の水深を基準にしています。
注２ 上記グラフの水深と流速は、流心部に沿って縦断的に測定されたもので、水際部の数字は含ま
れていません。

川幅が水深の10倍 川幅が水深の17倍 川幅が水深の31倍 川幅が水深の48倍 川幅が水深の85倍

無
次
元
水
深

無次元流速

川幅を確保すると，
流心部・水際部の環境が多様になる



流域治水における流出抑制技術

山地

住宅・学校・役所

貯留する
浸透させる
ゆっくり流す
蒸発散を増やす

水田

畑地

商業施設

道路

発生源対策

流達過程の対策（洪水波の変形）
渓流 河川 水路

合算時の対策（ピークをずらす）

島谷幸宏先生の資料を一部改変



8板櫃川の部分拡幅部分



9川幅の部分拡幅 新境川（岐阜県）
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部分拡幅により物理環境は多様になる。
原田他 2015



『不規則断面水路の洪水流（１）』
高橋保（S45.3）

非定常流を対象として貯留空間がハイドログ
ラフをどのように変形するかの検討が行われ
ている。ただし、河川計画に実装するまでの
詳細な検討は行われていない。

既往研究 貯留空間に着目した検討

治水上の機能－先行研究

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
既往研究として、以下のようなものがあります。非定常流を対象とし、不規則断面を持つ河道の貯留空間の断面幅に着目した貯留効果について以下の式を用いて検討されています。式の左辺は伝播に伴う水位ピークの逓減量を示しており、右辺の赤枠で囲った部分が主流域断面幅に対する貯留域断面幅の割合を示しています。

しかし、ハイドログラフの傾きの違いも貯留効果に影響を与えるのではないかと考えられます。断面が同じ場合、傾きが急なときの主流域を流下する流量Q1に対する側方の貯留空間への横流入q1の占める割合に比べ、傾きが緩いとき、主流域を流下する流量Q2は大きくなり、貯留空間への横流入q2は小さくなるためQ2に対するq2の占める割合は小さくなり、ここに示すような関係が成り立ちます。

ここで、貯留空間量の違いによる貯留効果への影響についても示すと、断面が小さい河道では、主流域を流下するQ1’に対する横流入q1’の割合は断面が大きい場合よりも小さくなり、ここに示すような関係が成り立ちます。



研究目的



本研究では，以下を目的として研究を実施する。

•河道側方部にワンド状の貯留空間を河道に設けた場合の
洪水波形の変形の程度をピーク流量逓減効果に着目して、
球磨川水系上流域圏免田川をモデルとして、これを評価
することを目的とする。

•検討に当たっては，ピーク流量の逓減効果が河床勾配，
上流端から流入する洪水波形によって異なることから，
これらの差異による検討を行う．

•得られた結果についてへは、球磨川水系上流圏域の支川
群を対象に，ワンド状の空間を整備した場合のピーク流
量逓効果を推測する．

•このようなワンド状の貯留空間によるピーク流量逓減を
流域治水の一つの手法として捉え，流域治水に関する計
画を策定する場合の課題を挙げた．



数値計算によるハイドログラフ
変形の程度の評価
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‥
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河床勾配1/100，1/500，1/1000

ハイドロの傾き
4パターン

数値計算の条件（iRIC Nays2DHによる計算）

200 m

ピーク流量逓減効果
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200m3/s
時間

流
量
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Qpeak2

Qr=(1- Qpeak2/ Qpeak1)×100

貯留空間

※球磨川支川免田川を参考に設定



数値計算の条件（iRIC Nays2DHによる計算）

計算ケース 流入波形増水期の傾きθ[m³/s²] 河床勾配 貯留空間個数
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結果と考察



数値計算の結果

波形の傾き別逓減率
（河床勾配1/500）

河床勾配別逓減率
（波形の傾き0.15）

流達過程においてある程度の逓減を見込むことは可能だが、
貯留空間面積だけでなく、

河道特性、流量特性によってその多寡は異なる。



 シンク効果

貯留空間を設置することにより非定常の連続式におけるシンクとして作
用し、逓減効果が発現する。

逓減のメカニズム

ループ効果

𝜕𝜕𝐴𝐴
𝜕𝜕𝑡𝑡

+
𝜕𝜕𝑄𝑄
𝜕𝜕𝑥𝑥

= 𝑞𝑞𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠

※藤田光一（2023）「現代河川工学」を参考に作成

河床勾配が緩やかになるにしたがって、Q（流量）－A（断面積）関係が
ループとなり、洪水波の前面において後面よりも同一Aにおける流量が
大きくなり、波形がつぶれる効果が生じる。



・

球磨川支川群への適用と課題

• 球磨川水系の上流圏域における左支川群は概ね1/75～1/200程度の
河床勾配を有しており、貯留空間を確保できれば、3～4％程度の逓
減率を見込むことができると推察

• 河床勾配、川幅、粗度の多寡、降雨の時空間的分布の差異によって
逓減効果が異なる。
⇒
対象区間の具体的条件を貯留空間を含め設定し、平面二次元不定
計算を実施すれば、効果を予め予測することは技術的に可能。この
際、超過確率に対応した引き伸ばし降雨の時空間パターンを幾つか
設定し、流量ハイドログラフに関する条件設定する方法も考えられ
る。

• 貯留空間を設置することにより水位上昇と水面変動が生じる。この
点については今後の課題として残されている。

＜適用＞

＜課題＞



・

多自然川づくりの流域治水への実装に向けて

• 自然環境、水辺利用の観点から河川にスペースを確保すべきことは
多自然川づくりの基本である。また、平成20年に明示された「中小
河川に関する河道計画の技術基準」で、河積確保は拡幅を原則とす
ることとなっており、治水機能の確保も念頭に置いた技術基準が策
定されていた。

• ワンド等の局所拡幅も、平成18年の「多自然川づくり基本指針」の
中に、その必要性が明記されているが、局所拡幅は、流達過程にお
けるピーク流量の逓減に寄与することから、流域治水を実現する一
つの手法として位置付けることができる（可能性がある）。

• さらに一歩進んで、流域治水の技術として位置付けるためには、現
在の合理式を主体とする中小河川の河川計画を再考し、降雨～流達
までのプロセスを非定常現象としてモデル化し、多自然川づくりの
治水的効果の側面を適切に評価する仕組みの導入が必要ではないか。
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